
第 4 章：現場の抵抗を乗り越えるエンゲージメント戦略 

4.1. 変革に対する抵抗の心理的メカニズム 

大規模な SAP S/4HANA 移行のような業務変革（Business Transformation）にお
ける現場の抵抗は、組織の失敗要因の最大の要因のひとつです。この抵抗は、単な
る感情論や旧態依然とした文化の産物ではなく、人間の認知と組織行動に深く根ざ
した予測可能なメカニズムに基づいています。このメカニズムを理解することは、
抵抗を叩き潰すことではなく、それをエネルギーとして変革に活かすための戦略を
練る上で不可欠です。 

4.1.1. 抵抗の核となる心理的フレームワーク：損失回避と現状維持バイア 

現場の抵抗の核心にあるのは、行動経済学が明らかにした「損失回避（Loss 
Aversion）」と「現状維持バイアス（Status Quo Bias）」という二つの強力な認知
バイアスです。 

4.1.1.1. 損失回避（Loss Aversion）の心理的重み 

心理学者のダニエル・カーネマンとエイモス・トヴェルスキー（Kahneman & 
Tversky, 1979）が提唱したプロスペクト理論（Prospect Theory）によれば、人
間は新しい利益を獲得する喜びよりも、既存のものを失う痛みを約 2 倍強く感
じるとされています。この理論は、古典的な経済学が前提としてきた「人間は
常に合理的である」という前提を覆しました。変革において、現場社員にとっ
ての「損失」とは、単に金銭的なものではなく、慣れ親しんだ業務手順、過去
に習得した専門知識、非公式の裁量権、そして同僚との人間関係といった、目
に見えない心理的資産の喪失です。社員が「新しい S/4HANA を導入すれば将
来的に得られる効率化（利益）」よりも、「今使っている Excel のマクロや、独
自ルール（既存の快適さ）を失うことの痛み」を遥かに重く評価するため、論
理的な正当性をいくら訴えても、感情的な抵抗は解消されません。変革のマネ
ジメントは、この非対称な心理的価値（損失は利益の 2 倍）を理解し、損失の
痛みを感じさせない「フレーミング」を徹底することから始まります。 

S/4HANA 移行において、現場が「失う」と認知する対象は以下の通りで
す。 

1. 知識資本の損失（Intellectual Capital Loss）: 長年かけて習得した非効率
なアドオンプロセスや旧システムに関する専門知識は、その部門内での自
身の「価値」の源泉でした。標準化によりこの知識が無効化されるとき、
社員は自身のキャリア資産が「損失」したと感じます。 

2. 裁量権とコントロールの喪失（Loss of Control）: 標準プロセスへの適合
（Fit-to-Standard）は、個々の業務における裁量権を奪い、中央集権的な
統制下に置かれることを意味します。この「自分で業務をコントロールで
きなくなる」という感覚は、組織的な自律性（Organizational 
Autonomy）の喪失として認識され、強い反発を生みます。 

 

この損失回避の心理的重みが、変革がもたらす長期的な利益（効率性、俊敏
性）に対する現場の評価を過小評価させ、抵抗を増幅させる主要因となりま
す。 

ERP 導入における損失回避は、例えば、経理部門での「勘定科目コードの体
系変更」によって具体化されます。これまで経理担当者は、ローカルのルール
に基づいた特定のコード体系を完全に記憶し、それを用いて素早く仕訳を処理
することに熟練していました。しかし、S/4HANA でグローバル標準のコード
体系が強制されると、彼らの「頭の中の専門知識」は一瞬で陳腐化します。こ



の「熟練者でなくなった」という事実は、短期的な給与や地位が変わらなくと
も、個人のキャリアに対する無力感を強く引き起こします。特に、若手社員に
「習熟度」で追いつかれることへの危機感は、ベテラン社員の抵抗を最も根強
くします。 

損失回避の心理的重みが抵抗を増幅させるプロセスは、以下の 4 段階で進行
します。 

1. 損失の認知と評価（Threat Appraisal）: 社員は、新しいシステム導入の
知らせを受け、「今の専門知識（旧システム操作）は不要になる」「自分の
仕事は AI や標準機能に置き換えられる」という「自己効力感の低下」を
認知します。 

2. ネガティブ感情の発生: 認知された損失（キャリアの危機）は、不安、怒
り、そして不当性（Injustice）の感情を生み出します。 

3. 抵抗意見の正当化: 感情的な不快感を合理化するため、社員は「新システ
ムはうちの業務には合わない」「コンサルタントは現場を知らない」とい
った認知的不協和の解消を試み、抵抗意見を論理的に正当化します。 

4. 防御的行動（Defensive Action）: 最終的に、この正当化された抵抗意見
は、アドオンの過剰要求、情報提供の遅延、トレーニングへの不参加とい
った具体的な防御的行動となって現れ、プロジェクトを遅延させます。こ
のプロセスにより、心理的な痛みが物理的な障壁へと変わります。 

 

例えば、熟練の職人が「使い慣れた工具箱」を奪われたらどう思うでしょ
う。 その工具箱には、彼が 30 年間かけて磨き上げた独自の道具、修理の際の
ノウハウが刻まれた傷、そして何よりも彼自身の専門性という「誇り」が詰ま
っています。会社が最新のロボットアーム（S/4HANA 標準機能）を導入し、
「もう手工具（アドオン）は不要です。全員これを使ってください」と宣言し
たとします。このとき、職人は「会社は自分たちの熟練技術を無価値だとみな
したのか」という強いメッセージを受け取ります。彼の抵抗は、ロボットアー
ムの性能への不満ではなく、長年のアイデンティティと組織内の権威の喪失に
対する悲痛な叫びなのです。抵抗を乗り越えるには、「あなたの培った『目利
き』の技術は、ロボットの精度を監視し、イレギュラーな状況で最終判断を下
す新しいチーフエンジニアとして不可欠だ」と、失われた専門性を新しい役割
に再定義し、「名誉の再獲得」の機会を与えることが不可欠になります。 

 

4.1.1.2. 現状維持バイアス（Status Quo Bias）と認知の経済性 

人間は、新しい行動や意思決定には「認知のコスト」を伴うため、意識的に
判断を下さない限り、無意識的に現状維持を選択する傾向があります
（Samuelson & Zeckhauser, 1988）。これが現状維持バイアスです。 

組織において、このバイアスは「組織の慣性（Organizational Inertia）」とし
て現れます。社員は、新しい S/4HANA の操作を学ぶコスト、新しいプロセス
を習熟するコスト、そしてその過程で発生する初期の非効率性（業務スピード
の低下）を極度に嫌悪します。 

 

事例：製薬業界におけるマスタデータ統一への抵抗 

グローバル製薬企業では、法規制対応と研究開発の効率化のため、各国でバ
ラバラだった製品コードや顧客マスタの統一が S/4HANA 移行の最重要課題と



なります。しかし、各国の営業部門は、自国独自の古いローカルコードシステ
ムに慣れきっており、「新しいグローバルコードに切り替えると、顧客の特定に
時間がかかり、今月の売上が落ちる」と主張します。これは、短期的な営業成
績という現状維持と、長期的なグローバルデータ活用という利益を天秤にかけ
た結果であり、損失回避が優位に働いた例です。 

 

4.1.2. 組織・社会心理学から見た抵抗の構造 

個人の心理バイアスに加え、組織の構造と社会的な関係性も抵抗を増大させる
要因となります。 

4.1.2.1. 組織における権力と地位の再分配（Pfeffer の政治的組織論） 

スタンフォード大学のジェフリー・フェファー（Jeffrey Pfeffer, 1992）は、
組織を「権力と影響力の闘争の場」と見なす政治的組織論を提唱しました。標
準化を旨とする S/4HANA 導入は、プロセスと情報流通の透明性を高める性質
を持つため、意図せずとも組織内の権力構造に大きなメスを入れることになり
ます。この文脈において、S/4HANA 移行は、システムとプロセスを通じて、組
織内の「情報」と「リソース」の再分配を強制します。 

• 情報の再分配: 以前は特定のアドオンやレポートを独占的に扱っていた部
門や個人が、情報へのアクセス権（権力）を失います。新しい共通レポー
トが導入されると、そのレポートを作成・管理していた担当者の地位
（Power Base）が失墜します。 

• 権力の再分配と防御的行動: この権力基盤の喪失に直面した中間管理職や
部門長は、自己の地位を守るため、意識的または無意識的に防御的な行動
に出ます。具体的には、「この業務は標準化できない特殊なものだ」と主
張し、アドオン要求を出す、キーユーザーのプロジェクトへの参加時間を
削る、といった妨害行為が挙げられます。彼らにとって、プロジェクトの
成功よりも、部門内での自己の権力の維持が優先されるのです。 

 

4.1.2.2. 認知的不協和（Cognitive Dissonance）の解消 

レオン・フェスティンガー（Leon Festinger, 1957）の認知的不協和理論は、
人が矛盾する二つの信念や行動を抱えたときに生じる不快感（不協和）を解消
しようと試みる心理を説明します。変革において、現場社員は以下の不協和を
経験します。 

• 信念 A (会社が示すビジョン): 「S/4HANA は全社最適を実現し、会社を
成長させる」 

• 信念 B (個人の実感): 「新しいプロセスは複雑で非効率だ。自分の仕事
のやり方は間違っていなかった」 

 

この不協和を解消するため、社員はしばしば、最も抵抗の少ない手段である
信念 A を否定する方向に動きます。すなわち、「プロジェクトは失敗する」「ト
ップは現場を理解していない」といった否定的な意見を強化し、現状維持の正
当性を訴えることで、自身の不快感を解消しようとします。 

 

4.1.3.  抵抗を増幅させる組織文化の要因 



個人の心理的バイアスや部門間の政治的利害に加え、長年培われてきた組織
文化そのものが、変革への抵抗を助長・増幅させる「場」となります。 

4.1.3.1. 過去の失敗体験と「学習性無力感」（Learned Helplessness） 

組織が過去に大規模なシステム導入や業務改革に失敗した経験がある場
合、社員は「どうせ今回も上手くいかない」という学習性無力感（Seligman, 
1975）に陥りやすくなります。このとき、今回の S/4HANA 移行に対する抵
抗は、積極的な反発というよりは、自己防衛としての「無関心」や「最小限
の協力」として現れます。 

 

4.1.3.2. 「沈黙の螺旋」（Spiral of Silence）と抵抗の伝染 

E.ノエル＝ノイマン（Noelle-Neumann, 1984）が提唱した沈黙の螺旋理論
は、組織内の意見の広がりを理解するのに役立ちます。この理論の核は、「孤
立の恐怖（Fear of Isolation）」です。人は、自分の意見が世論（組織の多数派
の意見）と異なると感じたとき、社会的に孤立することを恐れ、自分の意見
を公にすることを控えます。 

変革の文脈では、プロジェクト開始当初は少数であった否定的な意見を持
つ社員が、非公式な場（喫煙所、非公開の SNS グループなど）で否定的な意
見を共有し始めると、その意見が組織の多数派の意見であるかのように錯覚
されます（集合的妄想）。すると、真に変革に協力的で前向きな社員ですら、
「変革に賛成しているのは自分だけではないか」「前向きな意見を言うと空気
を読めない奴だと思われる」と孤立を恐れ、沈黙するようになります。結
果、否定的な「抵抗」の意見だけが目立ち、組織の士気と協力体制を急速に
蝕むことになります。 

実践的な活かし方としては、この「沈黙の螺旋」を打ち破るために、プロ
ジェクト側が公的な場で否定的な意見を中立的に表明・議論する機会（例：
AMA セッション、フィードバック・ホットライン）を意図的に設け、否定意
見の可視化と正常化を行います。これにより、前向きな意見を持つ社員が
「自分たちの味方はいる」と確認でき、沈黙から脱却しやすくなります。 

 

4.1.4. 抵抗のマネジメント：エンゲージメント戦略の基盤 

これらの心理的・構造的なメカニズムに基づき、抵抗を乗り越えるために
は、単なるトップダウンの指示や報酬だけでは不十分です。権力と情報、そ
して自己決定権の一部を現場に「再分配」する戦略的エンゲージメントが必
要となります。 

• 抵抗を乗り越える「参加（Participation）」の役割（Coch & French, 
1948）: 心理学者コッホとフレンチの古典的な研究は、従業員に作業方
法の変更を命じる際、「一方的な命令グループ」よりも、変更の計画と
実施に「参加させたグループ」の方が、抵抗が少なく、生産性の回復も
速かったことを示しました。 

• 【企業事例：シーメンス（Siemens）における草の根的な抵抗のマネジ
メント】 グローバル企業シーメンスは、大規模な ERP 導入に際して、
単にシステム部門主導で進めるのではなく、各国の現場スタッフから選
ばれた「カルチャー・チェンジ・エージェント（文化変革推進者）」を
数百人規模で配置しました。彼らの役割は、技術的な知識よりも、現場
の不満や懸念を非公式な場で吸い上げ、プロジェクトチームにフィード
バックすることにありました。この草の根的な活動は、沈黙の螺旋を防



ぎ、抵抗のシグナルをプロジェクトが把握し、事前に個別に対策を講じ
るための重要なチャネルとして機能し、全社的な抵抗の爆発を防ぎまし
た。 

 

この「参加」を制度化することが、次のセクションで詳細に論じるキーユ
ーザーの選出、権限委譲、およびコミュニケーション計画の基盤となりま
す。現場の抵抗は、未解決の不安や権力喪失の危機感から生まれる「シグナ
ル」であり、そのシグナルに戦略的に対応することこそが、エンゲージメン
ト戦略の核心となります。 

 

4.2. 現場の「当事者意識」を引き出す方法 

前項で論じた通り、変革への抵抗は、知識資本、裁量権、そして地位の喪失とい
う損失回避の心理から生じます。この抵抗を単に抑圧するのではなく、変革への協
力と熱意へと転化させる鍵が、現場に「心理的所有権（Psychological 
Ownership）」、すなわち「この変革は私が創り上げたものである」という当事者意
識を与えることです。 

当事者意識は、トップダウンの命令で生まれるものではなく、意図的かつ構造的
に設計された「参加（Participation）」と「責任（Responsibility）」の付与を通じて
醸成されます。これを実現する戦略は、「キーユーザー・ガバナンスの確立」と「共
創的なプロセス設計」の二つの柱から成ります。 

 

4.2.1. 業務部門からキーユーザーを選出し、権限を明確化する 

当事者意識を現場全体に浸透させるための第一歩は、現場とプロジェクトチー
ムを媒介する「変革の代理人」を、全社最適の視点で厳格に選出し、適切な権限
とインセンティブを与えることです。彼らが変革の「正統性（Legitimacy）」を現
場にもたらす「橋渡し役」となります。 

4.2.1.1. キーユーザー選出の戦略的基準とその理由 

キーユーザー（Key User, あるいは Process Champion）は、単なる業務のエキ
スパートではありません。彼らは、変革の「正統性」を現場にもたらし、抵抗勢
力に対する「政治的武器」として機能します。キーユーザーを選出する際の戦略
的基準と、それぞれの具体的な理由は以下の通りです。 

1. 知識（Knowledge）: 旧業務プロセスとデータ構造を深く理解しているこ
と。 

o 理由: 標準機能への適合可否を判断する際の現実的な裏付けとなり
ます。「現場を知らない」という抵抗勢力の批判を論破し、プロセス
設計の現実的な実現可能性を担保できる唯一の根拠を提供します。 

2. 影響力（Influence）: 業務部門内で同僚から信頼され、その意見が尊重され
る非公式のリーダーシップを持っていること。 

o 理由: トップの指示よりも、信頼する同僚の意見の方が行動変容に
強く作用する「社会的証拠（Social Proof）」を生み出すためです。部
門内の協力的な姿勢を醸成する上で、組織の規範を変える力が必要
です。 

3. 変革マインド（Change Readiness）: 既存のやり方に固執せず、変化を前向
きに捉える心理的柔軟性を持っていること。 



o 理由: 単に優秀な保守派を選ぶと、変革の原則が現場に伝わる過程
で歪められます。この基準は、Fit-to-Standard の原則を現場で守
り、プロジェクトのスピードと方向性の一貫性を担保するために極
めて重要です。 

 

理論的根拠： 社会ネットワーク理論における意見リーダー（Opinion Leader）
とは、特定の情報領域において、他の構成員の態度や行動に大きな影響力を持つ
人物を指します。キーユーザーは、この意見リーダーの役割を担います。彼らは
部門内で高い接続性と信頼度を持つため、プロジェクトのメッセージ（情報）
が、通常の組織階層を通じた伝達よりも遥かに速く、現場の集合的な規範を変え
る力（社会的証拠）を発揮します。この重なりにより、キーユーザーは抵抗を乗
り越え、変革への同調を促す「感染源」として機能します。 

 

4.2.1.2. プロジェクト設計の「正当性（Legitimacy）」を確立するプロセス 

現場が、外部のコンサルタントやシステム部門が作成したプロセスを「正し
い」と受け入れるには、単に「決定された」と通知するだけでなく、その意思決
定プロセス全体に「正統性」を持たせる必要があります。この正当性は、現場の
深い関与と、公平な裁定の可視化によって確立されます。 

1. 原案の提示と「挑戦」の機会: プロジェクトチームは、グローバル標準に基
づく設計原案を提示すると同時に、キーユーザーに対し、業務の現実的リス
クや矛盾点を指摘し、論理的な根拠をもって設計に異論を唱えるよう促しま
す（反証可能性の保証）。 

2. 現場による論理的検証: キーユーザーは、提示された原案が現場の業務を真
に改善するかどうか、データや業務実績に基づき批判・検証を行います（知
識の動員）。 

3. 異論の裁定（透明性の確保）: キーユーザーが提示した異論やアドオン要求
に対し、プロジェクト運営委員会は全社最適の原則（例：ROI、コンプライ
アンスリスク）を明確にして、公平に裁定します。ここで「なぜ採用され、
なぜ却下されたか」の理由が全て記録・公開されます。 

4. 正当性の獲得と受容: 裁定プロセスが透明かつ論理的であることにより、却
下されたキーユーザーでさえも、「自分の意見は公平に聞かれたが、全社最
適の論理で却下された」と認識し、決定を受け入れます。この段階で、設計
案は現場が関与し、正当化されたプロセスとして「正統性」を獲得し、抵抗
は大幅に減少します。正当性のプロセスは、単なる決定事項の伝達ではな
く、現場の知恵と論理的議論に基づいた意思決定であることを証明する重要
な手段となります。 

 

4.2.1.3. キーユーザーへの権限の付与と「ダブル・レポーティング・ライン」の導入 

キーユーザーを「変革の代理人」として機能させるには、形式的な権限を与え
ることが不可欠です。権限が伴わない参加は、単なる負担増と認識され、逆に抵
抗を増幅させます。 

• 役割の明確化: キーユーザーを、単なる「テスト担当者」ではなく、「新し
い標準プロセスの設計と維持に関する最終合意権を持つ現場代表」として定
義します。特に、アドオン要求のフィルタリング権限を持たせることが、彼
らの役割の重要性を担保します。 



• ダブル・レポーティング・ライン: キーユーザーは、従来の部門長への報告
ラインに加え、プロジェクトマネージャーまたはプロジェクト・ステアリン
グコミッティへの報告ラインを持ちます。これにより、部門最適を主張する
部門長からの圧力を軽減し、全社最適の原則に基づいた意思決定を安心して
行える「心理的安全性」が提供されます。彼らが部門長の意向に反する標準
化を推進しても、プロジェクト側がそれを権威的にサポートするという構造
が必要です。 

 

事例：化学メーカーD 社とアドオン裁定権の委譲 

化学メーカーD 社は、キーユーザー集団に「アドオン裁定に関する拒否権」の
一部を付与しました。D 社では、現場のキーユーザー集団が、「全社共通の投資対
効果（ROI）基準」を満たさないアドオン要求を、部門長の承認があっても拒否
できるという権限を与えられました。これは、部門長が自身の権力を守るために
非戦略的なアドオンを要求するという「政治的抵抗」に対する強力な抑止力とな
りました。例えば、ある事業部門が既存のローカルレポートを S/4HANA に再現
するためのアドオンを強く要求した際、キーユーザーネットワークは、「このレポ
ートは全社の標準レポートでカバー可能であり、維持管理コストを考慮すると
ROI 基準を満たさない」として、要求を論理的に却下しました。この裁定は、部
門横断的なキーユーザー集団によって行われたため、個別の部門長は裁定の正当
性を認めざるを得ず、キーユーザーの権威と地位を確立しました。 

 

4.2.2. プロジェクトへの「共創的な」参加機会の創出 

キーユーザーの選出が完了したら、次に彼らを巻き込み、「自分たちの手で設計
した」という実感を伴う共創的な参加機会を創出します。 

 

4.2.2.1. 「参加」の質を高める設計プロセスへの統合と創造性の反映 

現場の抵抗の根源は、「外部の者が自分の業務を勝手に決める」というコントロ
ールの喪失感です。これを克服するには、「創造」の機会を通じて、変革への心
理的所有権（Psychological Ownership）を確立させる必要があります（Pierce 
et al., 2003）。 

• Fit-to-Standard ワークショップの深化: ワークショップでは、標準プロセス
に対する差異分析（Gap Analysis）の結果について、その解決策（標準への
適合方法、あるいは最小限の拡張要件）をコンサルタントが提示するだけで
なく、キーユーザー自身に「当社の業務を標準プロセスに合わせるためのベ
ストな手順（移行手順、データ準備、例外処理）を設計させる」プロセスが
必須です。具体的には、S/4HANA の標準機能範囲内で、どのパラメーター
を設定し、どのマスタデータ項目を共通化し、現場の業務をどう再構築（リ
デザイン）するかという創造的な作業に責任を持たせます。特に、業務フロ
ーの細部、画面構成、レポートのアウトプットといった、現場の使い勝手に
直結する「周辺領域」におけるキーユーザーの裁量を最大化します。 

• 創造性の反映の重要性: 社員は、単に受け入れるだけでなく、自分の知恵と
経験が最終設計に組み込まれたと感じた時に、その結果に対する責任感を持
ちます。例えば、特定のレポートの項目順序や、マスタデータの命名規則な
ど、日常業務の効率に直結する部分で彼らのアイデアが採用されることで、
「このプロセスは私が設計した」という心理的所有権が確固たるものになり
ます。 



 

4.2.2.2. 「反証可能な対話の場」の設定と論理による正当化 

共創と正当性を保証するためには、議論の「過程」と「結論」が透明でなけ
ればなりません。プロジェクトの決定事項に対してキーユーザーが異議を唱
え、論理的に反証できる機会が保証されている状態が、真のエンゲージメント
を生みます。 

キーユーザーが設計案に対し、具体的な業務上の懸念や、標準への適合がもた
らすリスクを提示して「挑戦（Challenge）」の役割を担います。そして、この挑
戦と批判を受け止めた上で、プロジェクトチームと経営層は、感情論ではなく
全社最適のデータと原則に基づき、設計の正しさを論理的に「正当化
（Justification）」します。この「反証可能な対話の場」における論理的な正当化
こそが、前述の意思決定プロセスの正統性を裏付け、却下された意見であって
も現場に納得感をもたらす鍵となります。 

 

4.2.2.3. 知識の「内製化」を目的とした継続的な関与 

キーユーザーの役割は、システム稼働後も継続的な業務改善と知識伝達を担
う永続的なプロセスオーナーへと発展させる必要があります。プロジェクト期
間中だけの関与では、知識が現場に定着しません。 

• 「教えること」を通じた知識の定着: キーユーザーを、単なる学習者では
なく、現場のエンドユーザーへのトレーニング講師として任命します。
「教える」という行為は、教える側の知識を最も強固に定着させます（学
習ピラミッド）。これにより、キーユーザーの S/4HANA に対する理解度
は飛躍的に高まり、システム稼働後のファーストレベルサポートの質が保
証されます。 

事例：自動車部品メーカーG 社の「トレーニング・ザ・トレーナー」制度 

 ある自動車部品メーカーG 社は、キーユーザーに対し、コンサルタントによる
技術トレーニング後、さらに「トレーニング・スキル」の研修を実施し、彼ら
を正式な社内講師として認定しました。現場の社員は、外部コンサルタントで
はなく、身近な同僚であるキーユーザーから直接トレーニングを受けること
で、不安が軽減され、新しいプロセスへの受容性が高まりました。 

 

4.2.3. 報酬と評価を通じた動機付けの構造化 

当事者意識を持続的な行動へと変えるためには、外発的動機付け（報酬）と内
発的動機付け（やりがい、承認）の両面からアプローチすることで、抵抗の根源
である「損失」の認知を「利益」の認知へと転換させます。 

4.2.3.1. 外発的動機付けの設計：キャリアと連動した評価 

変革への貢献が、単なる「ボランティア活動」ではなく、個人のキャリア形
成と明確に連動するよう、人事評価制度を設計する必要があります。 

• 期待理論（Expectancy Theory）: ヴィクター・ヴルーム（Victor 
Vroom, 1964）の期待理論に基づき、プロジェクトへの努力（努力）が
標準化の成功（成果）につながり、その成功が昇進や昇給（報酬）につ
ながるという因果関係を明確に提示する必要があります。 

• 目標設定への組み込み: キーユーザーの所属部門の目標（MBO）におい
て、「S/4HANA 移行プロジェクトへの貢献度」や「新しい標準プロセス



の定着率」といった項目を具体的な加重平均（例：全体の 20%）で組み
込みます。 

 

4.2.3.2. 内発的動機付けの強化：「意味（Meaning）」の付与と承認 

報酬による外発的な動機付けだけでなく、仕事の意義（Meaningfulness）を
通じて内発的な動機付けを強化することが、長期的なエンゲージメントの鍵と
なります（Deci & Ryan, 1985）。変革の貢献に「誇り」を感じられるようにす
ることが重要です。 

事例：食品大手 F 社と「変革ストーリー」の社内ブランディング 

食品大手 F 社は、S/4HANA 導入を「世界中どこでも、常に同じ最高品質を
提供する」という企業ミッション達成の手段として位置づけました。彼らは、
最も熱心に変革を推進したキーユーザーを単に表彰するだけでなく、その「変
革ストーリー」を社内ブランディングの核としました。例えば、ある生産管理
部門のキーユーザーが、新しい標準プロセス導入により、これまで手作業だっ
た在庫引当の時間を 4 時間から 3 分に短縮した事例を、CEO が直接出演する社
内ビデオで紹介しました。ビデオでは、短縮された 4 時間が、現場の社員が
「製品の品質チェックにより時間を割く」ことや「顧客からのイレギュラーな
問い合わせに迅速に対応する」ことに使われている様子を具体的に描きまし
た。これにより、現場社員は、標準化が「効率化」という抽象的な利益だけで
なく、「顧客への貢献」という具体的な仕事の意義（内発的動機付け）を生んで
いることを視覚的に理解しました。F 社はこの「変革ストーリー」の共有を通
じて、現場全体の行動規範を「古いやり方への固執」から「顧客価値の最大
化」へと効果的にシフトさせました。 

 

4.3. 現場を味方にするためのコミュニケーション計画 

SAP S/4HANA 移行のような全社的変革におけるコミュニケーションは、単なる
情報伝達で終わらせてはいけません。それは、前項で明らかになった現場の不安を
「共感」で受け止め、それを変革への「期待」へと転化させる精密な心理操作で
す。具体的には、プロジェクトチームが毎週行う AMA（Ask Me Anything）セッシ
ョンで、社員が匿名で寄せた「新システム稼働後、リストラはあるのか」といった
潜在的な恐怖に、経営層が正直に、かつ一貫したメッセージで回答するプロセスを
設計します。また、現場の意見リーダーであるキーユーザーに対し、新しいプロセ
スが個人の業務負担をどう軽減するかを示す具体的なデモ資料を提供し、彼らを通
じて「変革は自分たちの利益になる」というメッセージを現場レベルで広めます。
この「透明性」と「共感」に基づいた多層的な対話こそが、抵抗を沈静化させる鍵
となります。 

コミュニケーション計画の目的は、前述の「損失回避」や「認知的不協和」から
生じる現場の不安を解消し、行動変容を促すことにあります。これは、戦略的なメ
ッセージ設計、多重的なチャネル運用、および揺るぎない透明性の確保を通じて達
成されます。 

 

4.3.1. 戦略的なメッセージ設計：抵抗の心理に直接対処する 

「フレーミング転換（Framing Shift）」とはコミュニケーション戦略の基盤とな
るのが、行動経済学や認知心理学におけるフレーミング（Framing）の概念です。
これは、情報そのものの内容を変えずに、提示の仕方を変えることで、受け手の
意思決定や認知に影響を与える現象を指します（Kahneman & Tversky, 1981）。現



場の抵抗においては、社員は変革を「損失フレーム」（古い知識、裁量権、快適さ
の喪失）で捉えています。このネガティブなフレームを、変革がもたらす「獲得
フレーム」（キャリアアップ、業務負荷の軽減、市場競争力）へと意図的に切り替
えることが「フレーミング転換」です。この転換は、損失回避の心理的重み（損
失を利益の 2 倍重く感じる）を逆手に取り、変革に参加しないことのリスク（損
失）と、参加することの機会（利益）を強調することで、社員の態度を協力へと
シフトさせることを目的とします。 

 

4.3.1.1. 「損失回避」から「機会獲得」へのフレーミング転換 

現場の抵抗の核心にある「損失回避」の心理に対処するため、メッセージは
感情に訴えかける必要があります。 

• ポジティブなフレーム（機会獲得）の設計: 

o メッセージを「新しい S/4HANA がなければ、競合他社に遅れを
取り、私たちのビジネスの存続そのものが危うくなる」という差
し迫った危機感（Sense of Urgency, Kotter, 1996）と、「S/4HANA
が実現する未来は、現在の非効率な手作業からあなた方を解放す
る」という個人的な利益に置き換える必要があります。 

o 実施による効果: 危機感の共有は、現状維持バイアスを打破し、
変革への切迫性を生み出します。また、個人的利益の強調は、変
革に対する心理的評価を「痛み」から「報酬」へと転換させ、当
事者意識を強化します。 

• メッセージの焦点の転換: 

o 「システムを導入する」という受動的なメッセージから、「あなた
の専門知識が、新しい、より価値の高い業務に活かされる」とい
う能動的なキャリア機会のメッセージへ転換することで、自己の
地位喪失への不安を、新しい地位の獲得への期待へと誘導しま
す。 

o 実施による効果: キャリア機会の提示は、損失回避の根源である
自己の知識資本の陳腐化への恐怖を解消し、変革を自己成長の機
会として再定義します。これにより、内発的動機付けが促進され
ます。 

 

4.3.1.2. ビジョン（意味付け）の徹底的な共有 

ビジョンは、抽象的なスローガンではなく、現場の業務と直結した具体的な
意味合いを持つ必要があります。 

• ビジョンの具体化と現場との接続: S/4HANA 導入が「決算早期化」とい
う企業内部の利益だけでなく、「顧客への納品リードタイムを半分にし、
業界で最高の顧客体験を提供する」といった、現場の業務と顧客や社会と
のつながりを強調したビジョンと結びつけます。特に、現場の社員が自身
の仕事がどのように最終的な顧客価値に貢献するかを具体的に想像できる
ようにすることが重要です。 

• 抽象的なビジョンが避けられるべき理由: ビジョンが「グローバル・シナ
ジーの最大化」といった抽象的な表現に留まると、現場社員の内発的動機
付けの核心である「仕事の意義（Meaningfulness）」に結びつきません。
組織行動論によれば、人間は、自分の行動が社会や組織にどのような価値



をもたらすかを具体的に理解できたときに、最も高いコミットメントを発
揮します（Hackman & Oldham の職務特性モデル）。抽象的なビジョン
は、目の前の業務負荷増大（損失）に対する納得感を与えられず、認知的
不協和を解消する論理的根拠とならないため、社員は「トップは現場を理
解していない」と判断し、抵抗を強めます。 

 

4.3.2. メディアと伝達者の多重化：信頼性と影響力の確保 

メッセージの有効性は、誰が、どのチャネルを通じて伝えるかに大きく依存し
ます。情報源の信頼性を高めるため、公式と非公式のチャネルを多重化し、メッ
セージに権威と共感の両方を持たせます。 

4.3.2.1. 「二段階の流れ」の活用：意見リーダーの動員とソーシャル・インフルエ
ンスの設計 

コミュニケーション戦略は、情報がマスメディアから直接個人に流れるので
はなく、「意見リーダー」を経由して個人に伝わるという情報伝達の二段階の流
れ（Two-Step Flow of Communication, Lazarsfeld & Katz, 1955）を意識して設
計する必要があります。この理論は、人々がメディアからの情報よりも、信頼
できる対人関係（意見リーダー）からの影響を強く受けることを示していま
す。 

• 公式チャネル（トップダウン）: 経営層は、変革の不可避性、ビジョン、
投資の正当性といった「権威」を伝える役割を担います。これは、変革の
「必要性」を全社に認知させるために不可欠です。しかし、経営層からの
メッセージは、現場の業務実態から遠いと見なされやすく、「共感」を伴
いにくいという限界があります。 

• 非公式チャネル（キーユーザー経由）: 前項で選出されたキーユーザー
は、現場における真の意見リーダーとして機能します。彼らは、日常の会
話の中で、同僚の懸念に耳を傾け、「自分たちが関与し、納得したプロセ
スである」ことを伝え、現場の懐疑心を払拭する効果を発揮します。彼ら
は、現場の言語で、かつ信頼できる情報源として機能するため、メッセー
ジの「受容性」を決定づけます。プロジェクトチームは、キーユーザー向
けに「語るべき重点メッセージ」と「現場からの想定問答集」を定期的に
提供し、彼らが現場で一貫した情報を発信できるように「コミュニケーシ
ョンの兵站」を支援する必要があります。この戦略は、「沈黙の螺旋」を
防ぎ、否定的な噂や誤解が広がるのを現場レベルで食い止める「社会的イ
ンフルエンス（Social Influence）」の設計そのものです。キーユーザーの
ネットワーク全体が、変革を支える強固な「インナー・サークル」となる
よう育成することが、抵抗克服の決定打となります。 

 

4.3.2.2. 双方向性チャネルによる不安のリアルタイム解消と透明性の確保 

抵抗の兆候を早期に特定し、迅速に対応するため、トップダウンではない、
現場起点の双方向性チャネルが必須です。これにより、現場に「声が届いてい
る」という感覚（Voice）を提供します。 

• AMA（Ask Me Anything）セッションと実践的な例: 経営層やプロジェク
トリーダーが定期的に、匿名で質問を受け付けるオンラインの Q&A セッ
ションを実施し、情報公開の透明性を高めます。特に「プロジェクトが失
敗したらどうなるのか」「自分の部署はなくなるのか」といった潜在的な
恐怖に対して、包み隠さず正直に回答することが、信頼構築の基盤となり
ます。 



o 実践的な例: プロジェクトが炎上しかけた際、「カットオーバーを
本当に延期しないのか？」という質問に対し、CFO が「延期はし
ないが、代わりに稼働後 3 か月間の残業を全額許容し、業務目標
を 25%下方修正する」と公約。これにより、不安の核心であった
「無理なスケジュール」に具体的な対価と救済策で対処し、現場
の信頼を回復することが可能になります。AMA セッションの記録
はすべて公開し、回答の一貫性を担保することが、経営層への信
頼を維持する上で不可欠です。 

• フィードバック・ホットラインと実践的な例: 現場の懸念や抵抗の兆候を
匿名で報告できるチャネルを設置し、プロジェクトチームは抵抗の「震源
地」を特定し、個別に対処することを可能にします。これにより、「沈黙
の螺旋」の発生を防ぎ、不安を閉じ込めることなく表出させます。 

o 実践的な例: ある部門から「キーユーザーがトレーニング時間を
業務に振替、資料共有も行っていない」という匿名の報告があっ
た場合、プロジェクトは直ちにその部門の長とキーユーザーに個
別の面談を設定。報告者の安全を確保しつつ、問題のボトルネッ
クを特定して是正することで、抵抗の芽が組織全体に広がる前
に、ピンポイントで介入することが可能になります。ホットライ
ンの報告内容と、それに対する是正措置の完了報告（匿名化され
た形式で）を全社に公開することで、チャネルの実効性と公平性
をアピールします。この透明性が、現場が声を上げることへの心
理的安全性を保証します。 

 

4.3.3. 期待値マネジメントと透明性の確保：信頼の構築 

変革における信頼は、不都合な真実も含めて情報を隠さないことによって構
築されます。現場の信頼を失う最大の要因は、「知らされていなかったこと」で
す。 

4.3.3.1. 「初期の谷（Valley of Despair）」の予見と告知による心理的準備 

変革に伴う業務効率の低下や混乱は避けられません。重要なのは、その混
乱を「異常事態」ではなく「正常なプロセス」として位置づけ、事前に現場
の心理的期待値を管理することです。 

• 予見と正常化: プロジェクトチームは、S/4HANA のカットオーバー直
後に必ず発生する「初期の谷（Change Curve における業務効率の一時
的な落ち込み）」が一時的で正常なプロセスの一部であると位置付け、
導入前から繰り返し告知します。この「痛みを予期させる」ことで、実
際に混乱が発生した際の心理的ショックを軽減し、「プロジェクトチー
ムは全てを把握している」という信頼感を維持します。このアプローチ
は、認知心理学における「予防的情報の効果」に基づいています。事前
にネガティブな結果を知ることで、実際にその結果が発生した際の対処
能力（コーピング）が高まります。 

• 目標設定の調整と「心理的バッファ」の提供: カットオーバー直後の数
か月間は、業務目標や KPI を意図的に緩めるなど、現場に「学習と適
応の時間」を許容することで、心理的なプレッシャーを軽減します。例
えば、導入後 3 ヶ月間は、エラー率や遅延率に関するペナルティを免
除する、あるいは「トレーニング習熟度」を正式な業績評価指標に組み
込むといった施策を通じて、現場に「心理的バッファ」を提供します。
これにより、現場社員は失敗を恐れずに新しいプロセスを試すことがで
き、学習意欲を維持できます。 



 

4.3.3.2. 裁定プロセスの透明化と「手続き的公正性」の確保による組織コミット
メントの強化 

意思決定の結果が現場にとって不満であっても、プロセスが公平であれ
ば、受容性が高まります（手続き的公正性, Tyler & Lind, 1992）。現場の抵抗
を政治的な駆け引きとして終わらせないために、意思決定の透明性は不可欠
です。 

• 裁定の透明化: Fit-to-Standard ワークショップで出た全ての差異と、そ
れに対する裁定を、誰が、どのような全社最適の原則に基づいて決定し
たのかを記録し、キーユーザーネットワークを通じて公開します。特
に、却下されたアドオン要求については、その却下理由を定量的なデー
タ（例：ROI、保守コスト増大率、グローバル標準化への逸脱度）に基
づいて詳細に説明する「理由付け（Justification）」プロセスを徹底しま
す。 

• 原則の一貫性: アドオン要求の却下基準や、部門間の利害が衝突した際
の調停基準を厳格に適用し、その一貫性を可視化することで、「贔屓や
政治的判断ではない」という信頼を構築します。この一貫性は、意思決
定の予測可能性を高め、社員に安心感を与えます。 

• 手続き的公正性（Procedural Justice）: 手続き的公正性とは、意思決定
プロセスが一貫性、中立性、正確性、修正可能性、倫理性といった要素
を備えているかどうかに焦点を当てた社会心理学の概念です（Tyler & 
Lind, 1992）。この理論によれば、決定内容（分配的正義）よりも、決
定に至るプロセスが公平であると認知される（手続き的公正性）方が、
社員の組織に対する信頼（Trust）とコミットメントをより強力に高め
ます。変革において、部門最適の意見が却下されても、キーユーザーに
議論の機会（Voice）が与えられ、その決定が客観的な全社原則に基づ
いていることが示されれば、社員は決定そのものに不満があっても、組
織への帰属意識や変革への協力意欲を維持することができます。公正な
プロセスは、現場の「自己効力感」を支える重要な土台となります。 

 

4.3.3.3. 抵抗意見の「論理的昇華」と集合知の活用 

抵抗意見を単に否定するのではなく、「変革のリスクを指摘する貴重な情
報」として扱い、論理的な対話を通じて「集合知」へと昇華させます。 

• 「リスク・レビュー」としての位置づけ: キーユーザーから出された
「この標準プロセスでは業務が回らない」という抵抗意見を、「アドオ
ン要求」ではなく「未識別リスク」として文書化し、プロジェクト全体
の課題管理プロセスに組み込みます。このプロセスを通じて、抵抗意見
は感情的な不満から組織的な解決が必要な論理的な課題へと形式的に転
換されます。 

• 集合的な解決への参加: プロジェクトは、その抵抗意見が本当に解決す
べきリスクであると判断した場合、関係部門のキーユーザーを招集し、
標準機能の範囲内で解決策を共創的に設計させます。この参加のプロセ
スは、抵抗意見を出した社員に「自分の声が組織に貢献した」という強
力な当事者意識と内発的な動機付けを与えます。 

 

4.3.4. 成功事例を共有する「変革のヒーロー」プログラムの設計 



最も強力なエンゲージメント戦略の一つは、新しい規範（New Norm）の
模範となる人材を称賛し、彼らをロールモデルとして全社に提示することで
す。 

4.3.4.1. 「変革のヒーロー」プログラムによる規範の形成と社会的学習の促進 

• 社会的認知（Social Recognition）: 新しい標準プロセスを自発的に採
用し、その知識を積極的に同僚に教えたキーユーザーを「変革のヒー
ロー（Change Hero）」として選出します。 

• 新しい規範を形成する詳細なプロセスイメージ: 新しい規範は、「模範
者の特定」→「行動の具体的描写」→「全社的な承認」→「模倣の促
進」という四段階で確立されます。例えば、プロジェクトチームは、
S/4HANA 移行後、最も早く新しい標準プロセスに適合した A 氏（調
達部門）をヒーローに選出します。次に、A 氏が「いかにして古い
Excel ベースのアドオンを捨て、S/4HANA の標準購買依頼機能のパ
ラメーター設定を工夫したか」という具体的な行動を記録します。そ
して、CEO 主催のキックオフミーティングで A 氏を部門長と共に表
彰し、このストーリーを社内報やイントラネットで公開します。これ
により、現場の社員は、「A 氏が成功したなら自分もできる」という
自己効力感を抱き（バンドゥーラの社会的学習理論）、A 氏の具体的
な行動（古いアドオンを捨てること）が組織内で推奨される新しい標
準行動であると認識し、模倣を開始します。この具体的なプロセスを
通じて、抵抗が組織規範から排除されていきます。 

 

事例：食品大手 F 社と「変革ストーリー」の社内ブランディング 

 食品大手 F 社は、S/4HANA 導入を「世界中どこでも、常に同じ最高品質
を提供する」という企業ミッション達成の手段として位置づけました。彼
らは、最も熱心に変革を推進したキーユーザーの「変革ストーリー」を社
内ブランディングの核としました。 

F 社の事例の成功要因は、単に効率化の成果を語るのではなく、短縮さ
れた 4 時間という「時間」を、「顧客への貢献」という「価値」に変換した
点にあります。この「価値の変換」は、社員の仕事が顧客や社会にどう役
立っているかを示す職務充実感（Job Enrichment）を提供し、抵抗の原因
であった「単なるシステム屋の道具にされた」という感覚を打ち消しま
す。結果として、社員は S/4HANA の操作を学ぶことを「会社のため」で
はなく「自分自身の使命達成のため」と捉えるようになり、内発的動機付
けが持続的に機能しました。 


